
証券コード 1730
平成27年６月10日

株 主 各 位
神奈川県川崎市中原区苅宿36番１号

麻生フオームクリート株式会社
代表取締役社長 河 村 洋 介

第54期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第54期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますの

で、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使

書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年６月24日（水曜日）営業時間

終了時（午後５時）までに到着するようご送付いただきたくお願い申しあげます。

敬 具

記
1. 日 時 平成27年６月25日（木曜日）午前10時

（当日は、午前９時より受付を開始いたします。）

2. 場 所 神奈川県横浜市港北区新横浜二丁目３番地１

新横浜フジビューホテル（東館２階 芙蓉の間）

3. 目 的 事 項

報 告 事 項 第54期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）事業報告

及び計算書類の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役４名選任の件

第３号議案 補欠監査役１名選任の件

第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　本株主総会にご出席の際は、お手数ながら、同封の議決権行使書用紙を会場受付に

ご提示くださいますよう、お願い申しあげます。

　株主総会参考書類、事業報告及び計算書類について修正が生じた場合には、インタ

ーネット上の当社ウェブサイト（http://www.asofoam.co.jp/）に掲載することによ

り、お知らせいたします。
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（添 付 書 類）

事 業 報 告

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

1. 会社の現況に関する事項

　(1) 事業の経過及びその成果

当事業年度におけるわが国経済は、政府の経済対策や日銀の金融緩和策などに

より、ばらつきはあるものの企業収益や雇用環境に改善の動きが見られ、景気は

緩やかな回復基調となりましたが、消費税増税前の駆け込み需要の反動減の影響

が長引き個人消費の回復には弱さが見られ、景気の足取りは重い状況で推移いた

しました。

建設業界におきましては、企業の設備投資に持ち直しの動きが見られ、公共工

事も前半は発注の前倒しにより堅調に推移しましたが、建設需要増や円安による

資材価格の上昇、さらに建設労働者の確保難による労務費の上昇などが見られ、

また住宅投資が消費税増税前の駆け込み需要の反動により減少し、公共工事も後

半には息切れ傾向が出るなど、採算面や受注競争において厳しい状況が続きまし

た。

このような状況の下、当社は営業展開の強化をはかり、また施工人員の確保に

注力し、引き続きコスト低減に取組み、受注量の獲得と収益性の改善をはかって

まいりました。

その結果、当事業年度の業績は、主力の気泡コンクリート工事の受注が順調に

推移したことから、工事全体の受注高が3,637百万円（前事業年度比1.3％増)とな

り、前事業年度からの繰越工事が多かったことや施工も順調に推移したことから

完成工事高が4,028百万円（前事業年度比22.8％増）と増加し、商品売上高を含め

た全体の売上高も4,108百万円（前事業年度比23.2％増）と前事業年度から大幅増

となりました。

各段階の利益につきましては、資材価格などの上昇がありましたが、完成工事

高が大幅に増加したことや、施工効率の向上に取組むとともに工事原価低減に注

力した結果、営業利益103百万円（前事業年度比104.4％増）、経常利益118百万円

（前事業年度比101.9％増）、当期純利益107百万円（前事業年度比90.7％増）とな

りました。
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主要な工事の状況は、次のとおりであります。

（気泡コンクリート工事）

管路中詰工事の受注高が大型工事の発注の狭間により666百万円（前事業年度比

30.0％減）と減少しましたが、軽量盛土工事の受注高が1,639百万円（前事業年度

比17.2％増）、空洞充填工事の受注高が848百万円（前事業年度比76.9％増）と大

幅に増加したことから、気泡コンクリート工事全体の受注高は3,154百万円（前事

業年度比11.4％増）と増加いたしました。

完成工事高につきましても、受注高の増加や施工も順調に推移したことから、

軽量盛土工事の完成工事高が1,527百万円（前事業年度比10.5％増）、空洞充填工

事の完成工事高が825百万円（前事業年度比75.4％増）と増加し、また管路中詰工

事も受注高は減少しましたが、前事業年度からの繰越工事が多かったことから完

成工事高が1,161百万円（前事業年度比74.3％増）と大幅に増加し、気泡コンクリ

ート工事全体の完成工事高は3,514百万円（前事業年度比39.5％増）となりまし

た。

（地盤改良工事）

消費税増税前の駆け込み需要の反動による民間住宅投資の減少や受注価格競争

の激化などから、当社の中心である民間分野での受注が減少し、また見込んでい

た大型工事の発注がずれ込んだこともあり、地盤改良工事の受注高は481百万円

（前事業年度比36.4％減）と大幅に減少いたしました。

完成工事高につきましても、受注高の減少により地盤改良工事の完成工事高は

512百万円（前事業年度比32.5％減）と大幅に減少いたしました。

(単位：千円)

工 事 別
前事業年度繰越
工 事 高

当事業年度受注
工 事 高

当事業年度完成
工 事 高

翌事業年度繰越
工 事 高

気泡コンクリート工事 783,340 3,154,223 3,514,277 423,286

地 盤 改 良 工 事 38,223 481,139 512,354 7,007

そ の 他 工 事 ― 2,000 2,000 ―

合 計 821,563 3,637,363 4,028,632 430,294
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　(2) 設備投資の状況

当事業年度中に実施した設備投資の総額は、54,908千円であり、このうち主な

ものは、機械装置の購入等であります。

　

　(3) 資金調達の状況

当事業年度の所要資金は、自己資金及び借入金によりまかない、増資等による

資金調達はありません。

　

　(4) 財産及び損益の状況
(単位：千円)

区 分
平成24年３月期

第51期
平成25年３月期

第52期
平成26年３月期

第53期
平成27年３月期
第54期（当期)

売 上 高 2,966,650 3,361,704 3,334,513 4,108,747

経 常 利 益 △227,187 25,095 58,585 118,269

当 期 純 利 益 △299,026 7,431 56,277 107,313

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 △87円51銭 2円18銭 16円48銭 31円43銭

総 資 産 2,725,343 2,993,323 3,292,059 3,562,494

純 資 産 1,129,210 1,142,242 1,195,661 1,293,395

（注）１.１株当たり当期純利益は、期中の平均発行済株式数に基づき算出しております。なお、期
中の平均発行済株式数は、自己株式数を除いて算出しております。

２.△は、損失を表示しております。

　

　(5) 対処すべき課題

国内建設市場は、減災・防災対策が活発化し、東日本大震災からの復興の推進、

強靭な社会基盤の整備等、国の牽引による需要旺盛局面が続いていると認識して

おります。供給サイドである当社としましては、引き続き「新しい価値提案によ

る受注力の強化」「新たな経済性を提供するための施工力の進化」「事業本部制で

の機能強化」に取組み、受注・売上規模の拡大、一層の収益性の改善、事業基盤

の拡充・強化、ならびに安定した利益還元等の実現に努めてまいります。

また、当社の企業使命として掲げております「環境に調和する社会資本整備の

充実と安全を担保する土木構造物の補修・補強や長寿命化に貢献すること」を実

践し、国土強靭化対策に貢献してまいります。

株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援ご鞭撻を賜りますよ

うお願い申しあげます。

　

　(6) 主要な事業内容（平成27年３月31日現在）

当社は、建設業法により特定建設業者「(特－23) 第4855号」として国土交通大

臣許可を受け、土木、建築ならびにこれらに関連する事業を行っております。
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　(7) 主要な事業所（平成27年３月31日現在）

名 称 所 在 地

本 社 神奈川県川崎市

東 京 事 業 所 神奈川県川崎市

大 阪 事 業 所 大阪府茨木市

福 岡 事 業 所 福岡県糟屋郡

東 京 営 業 所 東京都千代田区

札 幌 営 業 所 北海道札幌市

東 北 営 業 所 宮城県仙台市

　

　(8) 従業員の状況（平成27年３月31日現在）

区 分 従 業 員 数（名） 前事業年度末比増減（名) 平均年齢（歳) 平均勤続年数（年)

男 性 74 ＋1 43.4 14.9

女 性 6 0 43.5 6.1

合 計 又 は 平 均 80 ＋1 43.4 14.2

　

　(9) 重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 親会社との関係

当社の親会社は株式会社麻生で、同社は当社の株式を1,420千株（議決権比率

41.6％）保有いたしております。他に同社は当社の株式を700千株（議決権比率

20.5％）間接保有いたしております。

同社は、医療関連事業、環境関連事業、建築資材製造販売、不動産事業を主

な事業内容としており、当社との営業取引はありません。

　 ② 重要な子会社の状況

該当事項はありません。

　

(10) 主要な借入先（平成27年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 福 岡 銀 行 394,000千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 269,000千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 34,000千円
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2. 会社の株式に関する事項（平成27年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 12,080,000株

(2) 発行済株式の総数 3,413,806株（自己株式6,194株を除く。）

(3) 株主数 604名

(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 麻 生 1,420,000株 41.59％

株 式 会 社 麻 生 地 所 400,000 11.71

麻 生 商 事 株 式 会 社 300,000 8.78

宗 教 法 人 萬 福 寺 240,000 7.03

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 107,000 3.13

麻 生 フ オ ー ム ク リ ー ト
従 業 員 持 株 会

60,400 1.76

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 60,000 1.75

株 式 会 社 福 岡 銀 行 60,000 1.75

株式会社西日本シティ銀行 60,000 1.75

廣 告 社 株 式 会 社 50,000 1.46

(注）持株比率は自己株式（6,194株）を控除して計算しております。

　

3. 新株予約権に関する事項

　 該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項（平成27年３月31日現在）

　(1) 取締役及び監査役の状況

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 河 村 洋 介
地盤環境事業本部長
株式会社麻生グループ経営委員会
委員

常 務 取 締 役 原 田 敬 一 管理部長

取 締 役 牧 瀬 明 東日本事業本部長

取 締 役 花 岡 浩 一 施工開発部長

取 締 役 杉 山 嘉 則

技術委員会委員長
株式会社麻生取締役建設コンサル
ティング事業部長
ＦＡＳエコエナジー株式会社代表
取締役社長
株式会社エーエヌホールディング
ス取締役

常 勤 監 査 役 阿 部 新 太 郎

監 査 役 沼 田 紳 介 菅野カウンセリング研究所所長

監 査 役 大 濵 理
株式会社麻生経営支援本部経理財
務部部長

(注）1. 監査役沼田紳介、大濵理の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
2. 監査役沼田紳介氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同証券取引

所に届け出ております。
3. 監査役大濵理氏は、長年にわたる経理業務の経験を有しており、財務及び会計に関する相

当程度の知見を有するものであります。

　

　(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 人 数 支 給 額

取 締 役 ４名 45,774千円

監 査 役
( う ち 社 外 監 査 役 )

２名
(１名)

10,974千円
(540千円)

(注）1. 取締役の支給額には、使用人兼務役員の使用人分給与は含まれておりません。
2. 取締役の報酬限度額は、平成11年６月22日開催の第38期定時株主総会において、年額

100,000千円以内（これには、使用人兼務役員の使用人分給与は含みません。）と決議いた
だいております。

3. 監査役の報酬限度額は、平成11年６月22日開催の第38期定時株主総会において、年額
30,000千円以内と決議いただいております。

4. 取締役１名及び監査役１名は無報酬となっております。
5. 上記支給額には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額7,601千円（取締役

6,442千円、監査役1,159千円）を含んでおります。
6. 上記のほか社外役員が当社親会社の子会社から受けた役員としての報酬額は1,000千円で

す。
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　(3) 社外役員に関する事項

①重要な兼職先と当社との関係

監査役沼田紳介氏は、菅野カウンセリング研究所の所長を兼職しております。

当社は菅野カウンセリング研究所との間には、特別な利害関係はありません。

監査役大濵理氏は、株式会社麻生の経営支援本部経理財務部部長を兼職してお

ります。

株式会社麻生は、当社の特定関係事業者であります。

②当事業年度における主な活動状況

地 位 氏 名 当事業年度における主な活動状況

監 査 役 沼 田 紳 介

当事業年度に開催された取締役会
13回全てに出席し、疑問点等を明
らかにするため適宜質問し、意見
を述べております。また当事業年
度に開催された監査役会４回全て
に出席し、監査結果についての意
見交換、監査に関する重要事項の
協議等を行っております。

監 査 役 大 濵 理

当事業年度に開催された取締役会
13回中10回出席し、疑問点等を明
らかにするため適宜質問し、意見
を述べております。また当事業年
度に開催された監査役会４回全て
に出席し、監査結果についての意
見交換、監査に関する重要事項の
協議等を行っております。

(注) 書面決議による取締役会の回数は除いております。
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5. 会計監査人の状況

　(1) 名称 新日本有限責任監査法人

　(2) 報酬等の額

支払額

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１

項の業務(監査証明業務)の対価として当社が支払

うべき報酬の額

15,500千円

(注) 1. 当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を
踏まえ、会計監査人の監査チーム体制、監査計画、監査の実施状況、監査法人の品質管理
体制の整備状況、監査報酬の見積もりなどを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等
につき、会社法第399条第1項の同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業
年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

3. 上記以外の業務に基づく報酬はありません。

　(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

　(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合に、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議

案の内容を決定いたします。取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総

会に提出いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当す

ると認められる場合に、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。

この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会にお

いて、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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6. 会社の体制及び方針

　 業務の適正を確保する体制

当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体

制」について、取締役会において決議しております。その概要は以下のとおり

であります。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

・取締役は、会社経営に関する重要事項及び業務執行状況を取締役会に報告し

て情報の共有化をはかり、法令、定款、社内規程に基づき重要事項の決定な

らびに業務執行状況を監視するための十分な体制を構築する。

・取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ健全に行われ

るため、企業行動規範を定めるとともに、コンプライアンス研修等を継続的

に実施することによりコンプライアンスの啓発を行い、全社的なコンプライ

アンス体制の強化をはかる。

・内部監査部門は、法令の遵守及び社内規程等への準拠性の検証を目的とした

内部監査を実施し、定期的に代表取締役社長に報告する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・当社は、株主総会議事録、取締役会議事録、稟議書その他取締役の業務に関

わる重要文書を、文書管理規程ほか社内規程の定める方法により適切に保存

し管理する。

・情報の不正使用及び漏洩の防止をはかるための情報セキュリティ体制を構築

する。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・業務執行に係るリスクについて、社内諸規程に基づき常時それぞれの部門に

おいてリスク管理を行い、統制すべきリスクごとに責任部署を明確にして効

率的な統制活動を行う。

・重大な危機が発生した場合には、社長を本部長とする危機管理本部を速やか

に組織し、危機への対応やその速やかな収拾に向けた活動を実施する。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役会を原則として毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、

取締役の業務執行状況の監視・監督を行う。

・取締役及び社長指名を受けた者をメンバーとする経営会議を原則毎月開催し、

業務執行における重要事項について審議を行い、業務執行の円滑適正な運営

をはかる。

・職務分掌規程及び職務権限規程を定め、職位及び各職位の責任と権限を明確

にし、業務の効率的な運営をはかるとともに責任体制を確立する。
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(5) 当社ならびに当社の親会社から成る企業集団における業務の適正を確保する

ための体制

・当社は、株式会社麻生を頂点とする「麻生グループ」に属しており、親会社

である株式会社麻生より取締役または監査役の派遣を受ける。

・麻生グループは、グループ行動基準を制定し、株式会社麻生のグループ経営

委員会の中にリスクマネジメント委員会を設置しており、コンプライアンス

上の問題についてグループ全体の相談窓口を設置している。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する体制ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

・監査役は、必要に応じて、監査役の業務補助のため特定の使用人に業務を命

じることができることとし、当該使用人は監査役の補助業務に関し監査役の

指揮命令下に置くものとする。

・監査役の業務補助を行う使用人を選任する場合は、取締役と監査役が協議を

行い、その使用人の取締役からの独立性を確保するため、人事異動等の人事

権に関する事項については監査役の同意を必要とする。

(7) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告

に関する体制ならびにその他監査役の監査が実効的に行われることを確保す

るための体制

・取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見し

たとき、または職務の執行に関する不正行為または法令・定款に違反する事

項を発見したときは、直ちに監査役に報告する。

・監査役は、取締役会のほか重要事項を審議する会議に出席するとともに、必

要に応じて業務に関し取締役及び使用人に説明を求めるものとする。

・監査役に報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利益な取扱

いを受けないこととする。

・監査役は、代表取締役社長、会計監査人、内部監査部門との情報交換に努め、

監査の実効性を確保する。

・監査役は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、自らの判断で弁護士、

公認会計士等外部専門家を活用することができ、その費用は会社が負担する。

(8) 反社会的勢力排除に向けた体制

・当社は、企業行動規範を定め、社会的秩序や健全な企業活動を脅かす反社会

的勢力及び団体とは一切の関わりを持たず、不当な要求に対しては組織的に

毅然とした姿勢で対応する。

(9) 財務報告の信頼性を確保するための体制

・当社は、金融商品取引法の定めに従い、健全な内部統制環境の保持に努め、

有効かつ正当な評価ができるよう内部統制システムを構築し、適正な運用に

努めることにより、財務報告の信頼性と適正性を確保する。
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貸 借 対 照 表

（平成27年３月31日現在）

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

完成工事未収入金

売 掛 金

未 成 工 事 支 出 金

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 出 資 金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

長 期 保 証 金

ゴ ル フ 会 員 権

貸 倒 引 当 金

2,112,835

690,865

348,228

982,128

9,396

3,355

29,427

15,607

13,138

20,846

△158

1,449,659

1,289,723

54,182

2,024

59,774

3,665

4,421

1,122,839

42,815

7,279

4,928

2,350

152,657

32,300

36,668

6,591

2,739

12,858

83,505

△22,006

流 動 負 債 1,631,816

支 払 手 形 828,783

工 事 未 払 金 329,655

短 期 借 入 金 112,000

一年内返済予定の長期借入金 200,000

リ ー ス 債 務 11,643

未 払 金 60,505

未 払 費 用 10,851

未 払 法 人 税 等 10,119

未 払 消 費 税 等 31,273

未 成 工 事 受 入 金 634

賞 与 引 当 金 28,233

完成工事補償引当金 3,330

そ の 他 4,785

固 定 負 債 637,283

長 期 借 入 金 385,000

リ ー ス 債 務 33,751

繰 延 税 金 負 債 1,895

退 職 給 付 引 当 金 169,210

役員退職慰労引当金 47,426

負 債 合 計 2,269,099

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 1,289,011

資 本 金 209,200

資 本 剰 余 金 180,400

資 本 準 備 金 180,400

利 益 剰 余 金 900,941

利 益 準 備 金 24,050

その他利益剰余金 876,891

別 途 積 立 金 985,000

繰越利益剰余金 △108,108

自 己 株 式 △1,529

評価・換算差額等 4,384

その他有価証券評価差額金 4,384

純 資 産 合 計 1,293,395

資 産 合 計 3,562,494 負債・純資産合計 3,562,494

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高

完 成 工 事 高 4,028,632

商 品 売 上 高 80,115 4,108,747

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 3,392,055

商 品 売 上 原 価 60,076 3,452,131

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 636,577

商 品 売 上 総 利 益 20,038 656,616

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 553,556

営 業 利 益 103,059

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金 9,708

受 取 技 術 料 15,651

受 取 手 数 料 334

雑 収 入 577 26,271

営 業 外 費 用

支 払 利 息 9,083

雑 支 出 1,979 11,062

経 常 利 益 118,269

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 213 213

税 引 前 当 期 純 利 益 118,483

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 11,550

法 人 税 等 調 整 額 △380 11,169

当 期 純 利 益 107,313

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 資本剰余金合計

当期首残高 209,200 180,400 180,400

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － －

当期末残高 209,200 180,400 180,400

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 24,050 985,000 △198,350 810,699 △1,352 1,198,946

当期変動額

剰余金の配当 △17,071 △17,071 △17,071

当期純利益 107,313 107,313 107,313

自己株式の取得 △177 △177

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － 90,241 90,241 △177 90,064

当期末残高 24,050 985,000 △108,108 900,941 △1,529 1,289,011

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当期首残高 △3,285 △3,285 1,195,661

当期変動額

剰余金の配当 △17,071

当期純利益 107,313

自己株式の取得 △177

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

7,669 7,669 7,669

当 期 変 動 額 合 計 7,669 7,669 97,733

当期末残高 4,384 4,384 1,293,395

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

　 1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
　 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法

関 係 会 社 出 資 金……………移動平均法による原価法
　 その他有価証券
　 時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定しております。)

　 (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法
未 成 工 事 支 出 金……………個別法による原価法
原材料及び貯蔵品……………移動平均法による原価法（貸借対照表価額については、

収益性の低下による簿価切下げの方法により算定して
おります。)

　 (3) 固定資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産

( リ ー ス 資 産 を 除 く )

……………定率法を採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定
額法を採用しております。

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物及び構築物 10～38年
　機械装置及び車両運搬具 ４～７年
無 形 固 定 資 産

( リ ー ス 資 産 を 除 く )

リース資産

……………

……………

定額法を採用しております。

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
を採用しております。

　 (4) 引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金……………債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

賞 与 引 当 金……………従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額の
うち当事業年度の負担額を計上しております。

完成工事補償引当金……………完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当事業年
度末に至る一年間の完成工事高に対する将来の見積補償
額に基づき計上しております。

退 職 給 付 引 当 金……………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年
度末に発生していると認められる額を簡便法により計上
しております。

役員退職慰労引当金……………役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期
末要支給額を計上しております。
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　 (5) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準
当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については、

工事進行基準を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しておりま
す。なお、工事進行基準を適用する工事の当事業年度末における進捗度の見積りは原価比
例法によっております。

(6) 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　
　 2. 貸借対照表に関する注記
　 (1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産
　建 物 17,225千円
　土 地 1,122,839千円

　計 1,140,064千円
② 上記の担保資産に対する債務

　工 事 未 払 金 18,924千円
　短 期 借 入 金 112,000千円

長期借入金(一年内返済予定額を含む) 585,000千円
　計 715,924千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 863,736千円

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
　 関係会社に対する短期金銭債権 8,944千円

　
　 3. 損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高
　 営業取引以外の取引による取引高 8,944千円
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　 4. 株主資本等変動計算書に関する注記
　 (1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首
株 式 数 （株)

当 事 業 年 度

増 加 株 式 数 （株 )

当 事 業 年 度

減 少 株 式 数 （株 )

当 事 業 年 度 末
株 式 数 （株)

普通株式 3,420,000 ― ― 3,420,000

　 (2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首
株 式 数 （株)

当 事 業 年 度

増 加 株 式 数 （株 )

当 事 業 年 度

減 少 株 式 数 （株 )

当 事 業 年 度 末
株 式 数 （株)

普通株式 5,636 558 ― 6,194

　 (3) 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成26年６月25日

定時株主総会 普通株式 17,071 ５ 平成26年３月31日 平成26年６月26日

　

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)

１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成27年６月25日

定時株主総会 普通株式 利益剰余金 27,310 ８ 平成27年３月31日 平成27年６月26日

　
　 5. 税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　繰延税金資産
　 貸倒引当金 7,079千円
　 賞与引当金 9,167千円
　 未払事業税 1,243千円
　 退職給付引当金 54,942千円
　 税務上の繰越欠損金 23,049千円
　 その他 40,061千円
　 繰延税金資産小計 135,543千円
　 評価性引当額 △122,265千円
　 繰延税金資産合計 13,277千円
繰延税金負債

　 その他有価証券評価差額金 △2,033千円
　 繰延税金負債合計 △2,033千円
　繰延税金資産の純額 11,243千円

　
(2) 法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第９号)及び「地方税法等の一部を改
正する法律」(平成27年法律第２号)が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後
に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、
繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の35.0％から平成27
年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については32.4％に、平成28年
４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、31.6％となりま
す。
　なお、この税率変更による影響は軽微であります。
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　 6. 金融商品に関する注記
　 (1) 金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。
　営業債権である受取手形及び完成工事未収入金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程
に沿ってリスク低減をはかっております。
　営業債務である支払手形及び工事未払金は、その全てが１年以内の支払期日であります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　平成27年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に
ついては、次のとおりであります。

(単位：千円)

貸借対照表計上額(*) 時 価 (*) 差 額

① 現 金 及 び 預 金 690,865 690,865 ―

② 受 取 手 形 348,228 348,228 ―

③ 完成工事未収入金 982,128 982,128 ―

④ 支 払 手 形 （828,783) （828,783) ―

⑤ 工 事 未 払 金 （331,761) （331,761) ―

⑥ 長 期 借 入 金 (585,000) (586,614) 1,614

(*) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
(注) 金融商品の時価の算定方法

① 現金及び預金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。
② 受取手形及び ③ 完成工事未収入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。
④ 支払手形及び ⑤ 工事未払金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。
⑥ 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され
る利率で割り引いて算出する方法によっております。
　なお、一年内返済予定の長期借入金は長期借入金に含めております。

　

　 7. 持分法損益等に関する注記

　 関 連 会 社 に 対 す る 投 資 の 金 額 36,668千円

持 分 法 を 適 用 し た 場 合 の 投 資 の 金 額 123,362千円

持分法を適用した場合の投資利益の金額 25,066千円
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　 8. 関連当事者との取引に関する注記

(1) 関連会社等

属性
会社等
の名称

議決権等の
所 有 ( 被 所
有)割合(％)

関係内容
取引の内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会社

広東冠生
土木工事
技術有限
公司

出資割合
25.0

３名 技術協力 配当金の受取 8,944 その他の
流動資産

8,944

　 (2) 兄弟会社等

属性
会社等
の名称

議決権等の
所 有 ( 被 所
有)割合(％)

関係内容
取引の内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社の

子 会 社

麻生商事
株式会社

被所有
直接 8.7

なし

工事請負 工事請負 19,453

受取手形

完成工事
未収入金

7,975

864

工事用資機材等の購入 工事用材料等の購入 117,058 支払手形 64,119

工事未払金 8,543

親会社の

子 会 社

麻生セメ
ント株式
会社

なし なし 工事用材料の購入 工事用材料の購入 75,638 工事未払金 18,924

(注) 1. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま
れております。

2. 取引条件及び取引条件の決定方針等
　 市場価格を勘案して、その都度価格交渉のうえ、決定しております。

　
　 9. １株当たり情報に関する注記

　 １株当たり純資産額 378円 87銭
　 １株当たり当期純利益 31円 43銭

　
10. 重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書

　平成27年５月12日
麻生フオームクリート株式会社
　取締役会 御 中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 佐藤 宏文 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 吉村 祐二 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、麻生フオームクリート株式会社
の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第54期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を
行った。

　 計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　 監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ
の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
　 監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　 利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第54期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議
の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状
況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職
務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、
情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会
議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所
において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載され
ている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行
規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容
及び当該決議に基づき整備されている体制 (内部統制システム）について、取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、
必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。以上の方法に基づき、当
該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また会計監査人から「職務の
遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号
に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計審
議会)等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類(貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)について検討いたしました。

2. 監査の結果
　(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正
しく示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す
る重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職
務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

　 平成27年５月13日
　 麻生フオームクリート株式会社 監査役会

　 常勤監査役 阿 部 新太郎 ㊞
　 社外監査役 沼 田 紳 介 ㊞
　 社外監査役 大 濵 理 ㊞

以 上
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株主総会参考書類
　
　議案及び参考事項
　 第１号議案　剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
期末配当に関する事項

当社の配当方針につきましては、安定的な配当の継続と当期の業績等を
勘案し、適正な成果の配分を基本としております。
　当期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに当社の財務状況等
を勘案いたしまして、次のとおりといたしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類
　金銭といたします。

　 (2) 配当財産の割当に関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき８円
　総額 27,310,448円

　 (3) 剰余金の配当が効力を生じる日
　平成27年６月26日
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　 第２号議案　取締役４名選任の件
取締役全員（５名）は、本総会終結の時をもって任期が満了となります。
つきましては、あらためて取締役４名の選任をお願いしたいと存じます。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、重要な兼職の状況、当社における地位及び担当
所有する当社
の 株 式 数

１

か わ む ら よ う す け

河 村 洋 介

(昭和21年９月９日)

平成２年10月 麻生セメント株式会社(現 株式会社麻生)
入社

2,000株

平成10年６月 同社取締役営業部長
平成11年６月 同社常務取締役営業部長兼財務部長
平成12年３月 同社常務取締役
平成13年８月 麻生セメント株式会社専務取締役
平成15年６月 株式会社麻生取締役
平成16年７月 同社取締役グループ経営委員会委員
平成18年12月 麻生ラファージュセメント株式会社

(現 麻生セメント株式会社)取締役
平成19年６月 株式会社麻生常務取締役グループ経営委

員会委員
平成20年４月 当社顧問
平成20年６月 当社取締役
平成21年４月 当社代表取締役社長
平成21年４月 株式会社麻生取締役グループ経営委員会

委員
平成22年４月
平成22年６月

当社代表取締役社長生産技術本部長
株式会社麻生グループ経営委員会委員(現
任）

平成23年４月
平成23年６月

当社代表取締役社長ＳＣ事業部長
当社代表取締役社長

平成26年11月 当社代表取締役社長兼地盤環境事業本部
長(現任)
(重要な兼職の状況)
株式会社麻生グループ経営委員会委員

２

ま き せ あきら

牧 瀬 明

(昭和24年６月14日)

昭和55年６月 当社入社

7,000株

平成８年４月 当社東京支店営業部長
平成11年６月 当社東京支店長
平成13年６月 当社執行役員東京支店長
平成16年６月 当社取締役営業本部副本部長
平成17年12月 当社取締役営業本部副本部長兼東京支店長
平成18年４月 当社取締役営業本部副本部長
平成18年６月 当社代表取締役社長
平成21年４月 当社代表取締役専務取締役
平成21年６月 当社代表取締役専務取締役営業本部長
平成22年６月 当社専務取締役営業本部長
平成23年４月 当社専務取締役営業部担当
平成23年６月 当社取締役営業担当
平成24年４月 当社取締役技術営業担当
平成26年４月 当社取締役東日本事業本部長(現任)
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、重要な兼職の状況、当社における地位及び担当
所有する当社
の 株 式 数

３

は な お か こ う い ち

花 岡 浩 一

(昭和35年４月９日)

昭和54年３月
平成12年４月
平成17年４月
平成21年７月
平成22年４月
平成23年４月
平成24年４月
平成24年６月
平成26年４月

当社入社
当社東京支店工事部長
当社技術開発部部長
当社執行役員技術開発部長
当社執行役員生産技術本部副本部長
当社執行役員生産技術部長
当社執行役員東京支店長
当社取締役東京支店長
当社取締役施工開発部長(現任)

4,000株

４

す ぎ や ま よ し の り

杉 山 嘉 則

(昭和37年11月16日)

昭和63年４月 麻生セメント株式会社(現 株式会社麻生)入社

―株

平成13年７月 株式会社麻生リニューアル技術事業部診
断工事グループマネージャー

平成16年２月 同社リニューアル技術事業部長
平成18年７月 同社建設コンサルティング事業部長
平成21年６月 当社取締役
平成21年６月

平成21年７月

株式会社麻生取締役建設コンサルティン
グ事業部長(現任）
当社取締役生産技術本部長

平成22年４月 当社取締役
平成23年４月 当社取締役生産技術部担当
平成23年６月 当社取締役生産技術担当
平成24年４月 当社取締役技術委員会委員長(現任)
平成24年６月 ＦＡＳエコエナジー株式会社代表取締役社長(現任)
平成25年10月 株式会社エーエヌホールディングス取締

役(現任)
(重要な兼職の状況)
株式会社麻生取締役建設コンサルティン
グ事業部長
ＦＡＳエコエナジー株式会社代表取締役社長
株式会社エーエヌホールディングス取締役

(注) 1. 麻生セメント株式会社は、平成13年７月１日付で株式会社麻生に商号変更いたしました。
そして、株式会社麻生は、平成13年８月１日付でセメント部門を分社して麻生セメント株
式会社を設立いたしました。その後、麻生セメント株式会社は、平成16年11月１日付で麻
生ラファージュセメント株式会社に商号変更し、また麻生ラファージュセメント株式会社
は、平成25年１月１日付で麻生セメント株式会社に商号変更して、現在に至っております。

2. 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はございません。
3. 候補者河村洋介氏の過去５年間での当社の親会社である株式会社麻生及び当社の親会社で

ある株式会社麻生の子会社における業務執行者としての地位及び担当は、「略歴、重要な兼
職の状況、当社における地位及び担当」に記載のとおりであります。

4. 候補者杉山嘉則氏は、現在、当社の親会社である株式会社麻生及び当社の親会社である株
式会社麻生の子会社の業務を執行しております。なお、当該会社における地位及び担当に
つきましては、「略歴、重要な兼職の状況、当社における地位及び担当」に記載のとおりで
あります。
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　 第３号議案　補欠監査役１名選任の件

法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役
１名の選任をお願いいたします。
なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
補欠監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、重要な兼職の状況、当社における地位
所有する当社
の 株 式 数

こ し は ら まこと

腰 原 誠

(昭和16年６月16日)

昭和47年４月 弁護士登録

―株昭和52年４月 腰原法律事務所開設

平成17年４月 腰原・金久保法律事務所開設代表(現任）

(注) 1. 腰原誠氏が代表を務める腰原・金久保法律事務所と当社との間には法律顧問契約がありま
す。

　 なお、同氏個人との間には特別の利害関係はございません。
2. 腰原誠氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
3. 当社は同氏が監査役に就任した場合、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け

出を行う予定であります。
4. 腰原誠氏は、直接企業経営に関与された経験はありませんが、弁護士として長年培われた

専門知識・経験等を当社の監査体制に活かしていただくため、補欠の社外監査役として選
任をお願いするものであります。また、同氏は、弁護士としての豊富な経験と幅広い見識
を有していることから、社外監査役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断
しております。

　 第４号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

本総会終結の時をもって、任期満了により取締役を退任されます原田敬一
氏に対し、在任中の労に報いるため、当社の内規に従って相当額の範囲内で
退職慰労金を贈呈したいと存じます。
なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等につきましては、取締役会に

ご一任願いたいと存じます。
退任取締役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

はらだ けいいち

原 田 敬 一
平成19年６月 当社取締役
平成23年６月 当社常務取締役（現任）

　

以 上
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〈メ モ 欄〉
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北口
東海道新幹線

至名古屋

至
八
王
子

至
東
神
奈
川

横
浜
線

至東京

至第三京浜
港北I.C.

新横浜陸橋 環状２号線

バスターミナル

ＪＲ新横浜駅

５番
出口

交番

側道

側道

東横イン

ミネタ
ビル

日産スタジアム

お車での順路

新横浜フジビューホテル

スクエア
ビル

東
館南

館

歩
道
橋

市
営
地
下
鉄
ブ
ル
ー
ラ
イ
ン

地
下
鉄
新
横
浜
駅

Ｊ
Ｔ
Ｂ

株主総会会場ご案内図

横浜市港北区新横浜二丁目３番地１
新横浜フジビューホテル 東館２階 芙蓉の間
電話 (045) 473－0021 (代表)

●交通の便

◆JR新横浜駅北口 }下車徒歩２分

(日産スタジアム方面)　市営地下鉄ブルーライン新横浜駅５番出口

◆第三京浜港北I.C.より車で約20分
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